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○提出予定議案総括 

 

案   件 件  数 備          考 

人     事    １件 固定資産評価審査委員会委員 

補 正 予 算    ２件 一般会計ほか 

条 例 関 係    ７件 
一部改正   ６件 

廃止     １件 

契     約    ２件 
工事請負契約 １件 

物品取得   １件 

そ  の  他    ３件 

市道路線の認定 

市道路線の認定及び廃止 

市道路線の廃止 

計   １５件  
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人事 固定資産評価審査委員会委員の選任について 
総務部 

職員課 

概 

要 

 令和５年（２０２３年）７月１日任期満了に伴い、市議会の同意を得て、固定資産評価審査

委員会委員を選任するもの 

【内容】 

 令和５年（２０２３年）７月１日に本山
もとやま

末夫
す え お

委員が任期満了を迎えることに伴い、地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定に基づき、市長が市議会の同意を得て、固定資産評

価審査委員会委員の選任をする。 

任期は、令和５年（２０２３年）７月２日から令和８年（２０２６年）７月１日までの３年間であ

る。 

 

新 任  若槻
わかつき

 周
しゅう

平
へい

（公認会計士） 

 

【法令等】 

○地方税法（昭和２５年法律第２２６号） 

第４２３条第１項～第３項、第６項 

 

○八王子市市税賦課徴収条例（昭和２５年八王子市条例第１９号） 

第５８条 
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条例改正 
八王子市市税賦課徴収条例の一部を改正する条例設

定について 

財政部 

税制課 

概 

要 

 令和５年度税制改正による地方税法及び関係法令の改正に伴うもの 

【内容】 

 令和５年度の税制改正により、地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）及び関

連法令が改正されたことから、市税賦課徴収条例を改正する。 

 

 ＜改正内容＞ 

【個人住民税に関する改正】 

１ 森林環境税の導入に伴う改正（第２２条の５の３、第２５条、第２８条、第３０条、第３３条、

第３３条の２、第３３条の６） 

森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律（平成３１年法律第３号）の一部が令和６年（２０

２４年）１月１日から施行されることに伴い、令和６年度（２０２４年度）から森林環境税（国内

に住所を有する個人に課される国税で、1 人当たり年額１，０００円）を第一号法定受託事務とし

て市町村が賦課徴収することから、賦課徴収方法や納税通知書記載事項等についての所要の改正を

行う。 

 

２ 給与所得者の扶養親族等申告書の記載事項の簡素化（第２３条の３の２） 

給与所得者の扶養親族等申告書について、その申告書に記載すべき事項がその年の前年の申告内

容と異動がない場合には、その記載すべき事項の記載に代えて、前年から異動がない旨の記載に代

えることを可能とする法改正が行われたことに伴い、法に合わせて同様の改正を行う。 

 

３ 肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例の適用期限の延長（附則第８条） 

一定の要件を満たす肉用牛の売却による事業所得の課税の特例について、その適用期限を３年間

延長する法改正が行われたことに伴い、法に合わせて同特例の適用期限を令和９年度（２０２７年

度）まで延長する。 

 

４ 優良住宅地の土地等の譲渡に係る長期譲渡所得の課税の特例の適用期限の延長（附則第１９条の

２） 

優良住宅地の造成等のために土地等（個人が有する土地又は土地の上に存する権利）を譲渡した

場合の長期譲渡所得の課税の特例について、その適用期限を３年間延長する法改正が行われたこと

に伴い、法に合わせて同特例の適用期限を令和８年度（２０２６年度）まで延長する。 

 

【固定資産税に関する改正】 

５ 長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションに係る固定資産税の減額措置の創設（附則

第１０条の２） 

平成２４年度（２０１２年度）以降の税制改正により、国が一律に定めていた内容を、地方自治

体が地域の実情に対応した政策を展開できるようにするため、地方税の特例措置について各地方自

治体が自主的に判断し、条例で決定できるようにする仕組みとして地域決定型地方税制特例措置

（以下「わがまち特例」という。）が導入された。 

令和５年度税制改正におけるわがまち特例として、マンションの管理の適正化の推進に関する法

律（平成１２年法律第１４９号）に基づく管理計画認定マンション等一定の要件を満たすマンショ

ンについて、長寿命化に資する一定の大規模修繕工事を令和５年（２０２３年）４月１日から令和

７年（２０２５年）３月３１日までの間に実施した場合に、当該大規模修繕工事が完了した日の属

する年の翌年度分の家屋に係る固定資産税額を１／３を参酌して１／６以上１／２以下の範囲内

において市町村の条例で定める割合に相当する額を減額する制度が導入されたことから、本市の特

例割合についても、参酌基準と同じ１／３として設定する。 
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【軽自動車税に関する改正】 

６ 特定小型原動機付自転車の車両区分創設に伴う種別割の税率区分の整理（第６２条） 

種別割の税率区分について、ミニカー区分から三輪以上の特定小型原動機付自転車（いわゆる電

動キックボード等）を除外する。 

 

７ 環境性能割の税率に係る臨時的軽減措置の規定の削除（改正前の附則第１７条の３、附則第１７

条の７） 

令和３年（２０２１年）１２月３１日までを期限とする臨時的軽減措置の規定を削除する。 

 

８ 燃費・排ガス不正行為に係る税制上の再発抑止策の強化に伴う改正（改正後の附則第１７条の３、

附則第１８条の２） 

環境性能割・種別割について、不正を行った自動車メーカーを納税義務者とみなして納税不足額

を徴収する際に加算する割合を変更する。 

 

【その他の改正】 

９ 引用条文に関する規定の整備 

 

 ＜施行日＞ 

  公布の日           （改正内容３～５、７、９） 

  令和５年（２０２３年）７月１日（改正内容６） 

  令和６年（２０２４年）１月１日（改正内容１、８） 

  令和７年（２０２５年）１月１日（改正内容２） 

 

【法令等】 

１ 森林環境税の導入に伴う改正 

 ○森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律（平成３１年法律第３号） 

  附則第８条 

 

２ 給与所得者の扶養親族等申告書の記載事項の簡素化 

 ○改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号） 

  第３１７条の３の２ 

 

３ 肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例の適用期限の延長 

 ○改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号） 

  附則第６条 

 

４ 優良住宅地の土地等の譲渡に係る長期譲渡所得の課税の特例の適用期限の延長 

 ○改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号） 

  附則第３４条の２ 

 

５ 長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションに係る固定資産税の減額措置の創設 

 ○改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号） 

  附則第１５条の９の３ 

 

６ 特定小型原付の車両区分創設に伴う種別割の税率区分の整理 

 ○地方税法（昭和２５年法律第２２６号） 

  第４６３条の１５ 

 ○改正後の地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号） 

  第１５条の１５ 

 

７ 環境性能割の税率に係る臨時的軽減措置の規定の削除 

 ○改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号） 
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  附則第２９条の８の２、附則第２９条の１８ 

 

８ 燃費・排ガス不正行為に係る税制上の再発抑止策の強化に伴う改正 

 ○改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号） 

  附則第２９条の９、附則第３０条の２ 
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条例改正 
八王子市都市計画税条例の一部を改正する条例設定

について 

財政部 

資産税課 

概 

要 

 令和５年度税制改正による地方税法及び関係法令の改正に伴うもの 

【内容】 

 令和５年度の税制改正により、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）が改正されたことから、都

市計画税条例を改正する。 

 

 ＜改正内容＞ 

  バス事業者が路線の維持に取り組みつつＥＶバスを導入する場合における変電・充電設備等に係

る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置が新設されたことから、条例で引用する条項に

地方税法附則第１５条第４６項を追加する。 

 

 ＜施行日＞ 

  地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第１８号）

附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日 

 

【法令等】 

 ○改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号） 

  附則第１５条 
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条例改正 
八王子市子ども家庭支援センター条例の一部を改正

する条例設定について 

子ども家庭部 

子ども家庭支援セン 

ター 

概 

要 

 八王子市地域子ども家庭支援センターみなみ野の名称及び位置を削除するもの 

【内容】 

 児童虐待件数の増加など、子育てに困難を抱える世帯が顕在化している状況等を踏まえ、子育て世

帯に対する包括的な支援を強化するため、八王子市子ども家庭支援センターを保健福祉センター内に

移転することで一体的な支援体制を構築することとした。 

 これに向けて、八王子市地域子ども家庭支援センターみなみ野を八王子市地域子ども家庭支援セン

ター南大沢に統合することから、条例に規定する八王子市地域子ども家庭支援センターみなみ野の名

称及び位置を削除する。 

 

 ＜改正内容＞ 

  八王子市子ども家庭支援センターの区分、名称及び位置の表から「八王子市地域子ども家庭支援

センターみなみ野」を削除する。（第５条第２項） 

 

 ＜施行日＞ 

  令和５年（２０２３年）８月１日 
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条例廃止 
八王子市夜間救急診療所条例を廃止する条例設定に

ついて 

健康医療部 

健康医療政策課 

概 

要 

 八王子市夜間救急診療所条例を廃止するもの 

【内容】 

 八王子市夜間救急診療所は、夜間における救急患者を応急的に診療し、市民の健康の保持及び増進

に寄与するため、昭和４９年（１９７４年）に設置した施設であり、平成２３年（２０１１年）から

は旧都立小児病院跡地において運営を行っている。 

 初期救急の機能を有する同施設の設備等の老朽化や医療を取り巻く環境変化に対応するとともに、

充実した医療提供体制を確保するため、本機能を令和５年（２０２３年）１０月１日から市内の二次

救急医療機関へ委託し、八王子市夜間救急診療所を廃止することとした。 

 これに伴い、八王子市夜間救急診療所条例を廃止する。 

 

 ＜施行日＞ 

  令和５年（２０２３年）１０月１日 

 

【法令等】 

 〇地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

  第２４４条の２第１項 
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条例改正 
八王子市学校給食センター条例の一部を改正する条

例設定について 

学校教育部 

学校給食課 

概 

要 

 八王子市学校給食センター楢原を設置するもの 

【内容】 

 市立学校の学校給食の調理等業務を実施する施設として４施設目となる八王子市学校給食センタ

ー楢原を設置することから、八王子市学校給食センター条例に同施設の名称及び位置を規定する。 

 

 ＜改正内容＞ 

  学校給食センターの名称及び位置を規定する別表に八王子市学校給食センター楢原を追加する。 

 

 ＜施設の概要＞ 

  所在     八王子市楢原町１３１６番地１ 

  敷地面積   ９，２４６．５０㎡ 

  延床面積   ４，３９５．３５㎡ 

  構造     鉄骨造 ２階建 

  給食提供校  １１校（第二中学校、第四中学校、第六中学校、第七中学校、甲ノ原中学校、横

山中学校、椚田中学校、楢原中学校、由井中学校、浅川中学校、陵南中学校） 

  調理能力   ５，０００食 

 

＜施行日＞ 

  令和５年（２０２３年）７月１日 

 

【法令等】 

○学校給食法（昭和２９年法律第１６０号） 

第６条 

 

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号） 

第３０条  

 

 

  



10 

条例改正 
八王子市手数料条例の一部を改正する条例設定につ

いて 

まちなみ整備部 

建築指導課 

概 

要 

 建築基準法の一部改正に伴い、関係する申請手数料について改正を行うもの 

【内容】 

 ２０５０年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、いわゆる「２０５０年カーボンニ

ュートラル」の実現のため、脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第６９号）により、建築基準法（昭和２５年法律

第２０１号）が改正され、建築物の断熱改修や省エネ設備の設置等を行う場合の、同法に基づく形態

規制の特例許可制度や、住宅等に設ける給湯設備の機械室等の容積率不算入に係る認定制度が新設さ

れたほか、既存建築物の修繕等により省エネ性能の向上が図れるよう、「一団地の総合的設計制度・連

坦建築物設計制度」（※）における対象行為が拡充された。 

 そこで、条例において、新設された制度に基づく申請手数料を新たに設定するほか、制度改正に伴

う文言の整備を行う。 

 なお、建築基準法関係の手数料の金額は、東京都及び近隣自治体における金額と均衡を図るため、

従前から東京都都市整備局関係手数料条例（平成１２年東京都条例第７７号。以下「都条例」という。）

の定める金額と同額に設定している。ここで、上記の法改正に伴い、都条例が改正されたことから、

これに合わせて手数料の金額を都条例の定める金額と同額に設定する。 

 

 ※ 一団地の総合的設計制度・連坦建築物設計制度 

   特定行政庁が安全上、防火上及び衛生上支障がないと認める場合に、一団の土地の区域を一の

敷地とみなして集団規定（建蔽率、容積率、道路に関する制限等の市街地の環境整備等を目的と

する規定）等を適用する制度。現行制度では、一又は二以上の建築物の建築（新築、増築、改築

及び移転）が対象であり、大規模修繕等については対象外であった。 

 

 ＜改正内容＞ 

  １ 建築物の容積率の特例認定申請手数料の新設（別表、４ 申請手数料、⒃ 建築基準法関係、

改正後４２の項） 

    住宅又は老人ホーム等に設ける給湯設備の機械室等の床面積について、建築物の容積率の算

定の基礎となる延べ床面積に算入しない特例の認定に係る規定（法第５２条第６項第３号）が

新設されたことから、当該認定に係る申請手数料を、１件につき２８，０００円と定める。 

 

  ２ 建築物の高さの特例許可申請手数料の新設（別表、４ 申請手数料、⒃ 建築基準法関係、

改正後４８及び５５の項） 

    第一種低層住居専用地域等や高度地区における高さ制限について、建築物の屋根の断熱改修

や屋上への再エネ設備の設置等の屋外に面する部分の工事により、高さ制限を超えることが構

造上やむを得ない建築物に対する特例許可に係る規定（法第５５条第３項及び第５８条第２

項）が新設されたことから、当該特例許可に係る申請手数料を、それぞれ１件につき１６０，

０００円と定める。 

 

  ３ 一団地の総合的設計制度・連坦建築物設計制度における対象行為の拡充（別表、４ 申請手

数料、⒃ 建築基準法関係、改正後７４、７６及び７７の項） 

    既存建築物の修繕等により省エネ性能の向上が図れるよう、「一団地の総合的設計制度・連坦

建築物設計制度」における対象行為に、従来の建築（新築、増築、改築及び移転）に加え、新

たに大規模の修繕及び大規模の模様替が規定されたことから、当該改正に伴う文言の整備を行

う。 

 

  ４ 規定整備 

    １から３までの改正に伴う規定の整備を行う。 
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＜施行日＞ 

  公布の日 

 

【法令等】 

 〇建築基準法（昭和２５年法律第２０１号） 

  第５２条第６項、第５５条第３項、第５８条第２項、第８６条、第８６条の２ 

 

 

  



12 

条例改正 
八王子市地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例の一部を改正する条例設定について 

都市計画部 

都市計画課 

概 

要 

 既存地区の変更を行うもの 

【内容】 

 地区計画に係る建築物等に関する制限事項は、条例で定めるところにより、規制効果を確保してい

る。 

 今回、既存地区７地区の変更を行う。 

 

 ＜改正内容＞ 

  １ 八王子市南陽台地区地区計画の変更 

    本地区は、地区計画によって良好な住環境が形成されている一方で、住民の高齢化やライフ

スタイルの変化に伴い、土地利用に関する住民ニーズが変化している。そこで、生活利便性の

向上を図るため、従来の店舗地区への必要な機能の集積を図るほか、住宅地区においても、そ

れを補完する機能を誘導する。また、地区に隣接して新たに整備された住宅地を地区計画区域

に編入し、現在の一体性、連続性のある良好な住環境の維持・保全を図る。 

   ⑴ 名称の変更 

     「八王子都市計画八王子市南陽台地区地区計画」及び「八王子市南陽台地区整備計画区域」

を、それぞれ「八王子都市計画南陽台地区地区計画」及び「南陽台地区整備計画区域」に変

更する。 

   ⑵ 面積の変更 

     新たに整備された住宅地を地区計画区域に編入したことに伴い、面積を３５．３ヘクター

ルから３８．５ヘクタールに変更する。 

   ⑶ 住宅地区の変更 

    ア 地区区分・規制事項の変更 

 変更前 変更後 

地区区分の名称 住宅地区 住宅地区Ａ 

建築物等の用途
の制限 

（建築できるもの） 
１ 住宅（長屋を除く。） 
２ 住宅で診療所（患者の収容施設を
有するものを除く。）の用途を兼ねる
もの 

３ １及び２の建築物に附属するもの 
 

（建築できるもの） 
１ 住宅（長屋を除く。） 
２ 住宅で次のいずれかの用途を兼ね
るもの 

 ⑴ 事務所 
 ⑵ 喫茶店 
 ⑶ 学習塾等 
３ 集会所 
４ 老人ホーム等 
５ 診療所（患者の収容施設を有する
ものを除く。） 

６ 巡査派出所等の公益上必要な建築
物 

７ １から６までの建築物に附属する
もの 

建築物の容積率
の最高限度 

１０分の８ ― 

建築物の建蔽率
の最高限度 

１０分の４ ― 

壁面後退の適用
除外の建築物等 

１ 軒の高さが２．３メートル以下で、
かつ、床面積の合計が５平方メート
ル以内である物置その他これに類す
る用途(自動車車庫を除く。)に供す
るもの 

１ 外壁等の中心線の長さの合計が３
メートル以下であるもの 

２ 軒の高さが２．３メートル以下で、
かつ、床面積の合計が５平方メート
ル以内である物置その他これに類す
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    イ 新たに整備された住宅地の編入 

      新たに地区計画区域に編入された住宅地区を住宅地区Ｂとして、次のように規制事項を

定める。 

    （ア） 建築物等の用途の制限 

        （建築できるもの） 
       １ 住宅（長屋を除く。） 
       ２ 住宅で次のいずれかの用途を兼ねるもの 
        ⑴ 事務所 
        ⑵ 喫茶店 
        ⑶ 学習塾等 
       ３ 集会所 
       ４ 老人ホーム等 
       ５ 診療所（患者の収容施設を有するものを除く。） 
       ６ 巡査派出所等の公益上必要な建築物 

       ７ １から６までの建築物に附属するもの 

    （イ） 建築物の敷地面積の最低限度 

        １５０㎡ 

    （ウ） 壁面後退の距離 

        隣地境界線までの距離 ０．５メートル 

    （エ） 壁面後退の適用除外の建築物等 
       １ 外壁等の中心線の長さの合計が３メートル以下であるもの 
       ２ 軒の高さが２．３メートル以下で、かつ、床面積の合計が５平方メートル以内である

物置その他これに類する用途(自動車車庫を除く。)に供するもの 

       ３ 軒の高さが２．３メートル以下である自動車車庫 

       ４ 本変更に係る都市計画決定の時点において、現に存する建築物 

   ⑷ 店舗地区の変更 

 

２ 軒の高さが２．３メートル以下で
ある自動車車庫 

る用途(自動車車庫を除く。)に供す
るもの 

３ 軒の高さが２．３メートル以下で
ある自動車車庫 

建築物等の高さ
の最高限度 

９ｍ ― 

 変更前 変更後 

地区区分の名称 店舗地区 複合地区 

建築物等の用途
の制限 

（建築できるもの） 
１ 店舗 
２ 住宅で店舗の用途を兼ねるもの 
３ １及び２の建築物に附属するもの 
 

（建築できないもの） 
１ 長屋 
２ 共同住宅等 
３ 大学等 
４ 神社、寺院等 
５ 老人ホーム等 
６ 倉庫（建築物に附属するものを除
く。） 

７ 危険物の貯蔵等に供するもの（建
築物に附属するものを除く。） 

壁面後退の適用
除外の建築物等 

１ 軒の高さが２．３メートル以下で、
かつ、床面積の合計が５平方メート
ル以内である物置その他これに類す
る用途(自動車車庫を除く。)に供す
るもの 

２ 軒の高さが２．３メートル以下で
ある自動車車庫 

１ 外壁等の中心線の長さの合計が３
メートル以下であるもの 

２ 軒の高さが２．３メートル以下で、
かつ、床面積の合計が５平方メート
ル以内である物置その他これに類す
る用途(自動車車庫を除く。)に供す
るもの 

３ 軒の高さが２．３メートル以下で
ある自動車車庫 
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   ⑸ ⑶及び⑷の改正に伴い、建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積及び建築物の高さの

算定に係る備考を削除する。 

 

  ２ 八王子西インターチェンジ北地区地区計画の変更 

    圏央道八王子西インターチェンジに近接し、都道山田宮の前線や北西部幹線道路に囲まれて

いる交通利便性の高い地区であり、区域内において川口土地区画整理事業が施行されている。

今般、同事業の事業計画が変更されたことや労働者の就労環境整備の促進を目的とした法改正

があったことから、これらに適合した内容となるよう地区計画を変更した。そこで、条例に規

定する規制内容を改める。 

   ⑴ 業務施設地区の変更 

 

   ⑵ 複合地区の変更 

 変更前 変更後 

建築物等の用途
の制限 

（建築できるもの（※）） 
１ 工場 
２ 研究所 
３ 研修所 
４ 事務所 
５ 倉庫 
６ 電気事業の用に供する施設 
７ 水道事業の用に供する施設 
８ １から７までに附属するもの 
 
※ 火薬類の貯蔵又は処理に供する建
築物を除く。 

（建築できるもの（※）） 
１ 工場 
２ 研究所 
３ 研修所 
４ 事務所 
５ 倉庫 
６ 電気事業の用に供する施設 
７ 水道事業の用に供する施設 
８ 当該地区計画の区域内に立地する
事業施設の従業者及び利用者が使用
する建築物で、次のいずれかの用途
に供するもの 

 ⑴ 店舗 
 ⑵ 食堂又は喫茶店 
 ⑶ 体育館又は水泳場 
 ⑷ 保育所 
 ⑸ 共同住宅等 
９ １から８までの建築物に附属する
もの 

 
※ 火薬類の貯蔵又は処理に供する建
築物を除く。 

建築物の敷地面
積の最低限度 

５，０００平方メートル 
５，０００平方メートル（上記「建築物
等の用途の制限」８⑴から⑸までの用
途にのみ供する建築物の敷地を除く。） 

 変更前 変更後 

建築物等の用途
の制限 

（建築できるもの（※）） 
１ 工場 
２ 研究所 
３ 研修所 
４ 事務所 
５ 倉庫 
６ 店舗、飲食店等（当該用途に供する
部分が 3,000㎡未満のもの） 

７ 診療所、病院 
８ 集会場、集会所 
９ 電気事業の用に供する施設 
10 水道事業の用に供する施設 
11 １から 10までに附属するもの 
 
※ 火薬類の貯蔵又は処理に供する建
築物を除く。 

（建築できるもの（※）） 
１ 工場 
２ 研究所 
３ 研修所 
４ 事務所 
５ 倉庫 
６ 店舗、飲食店等（当該用途に供する
部分が 3,000㎡未満のもの） 

７ 診療所、病院 
８ 集会場、集会所 
９ 電気事業の用に供する施設 
10 水道事業の用に供する施設 
11 当該地区計画の区域内に立地する
事業施設の従業者及び利用者が使用
する建築物で、次のいずれかの用途
に供するもの 

 ⑴ 体育館又は水泳場 
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   ⑶ 住宅地区の変更 

 

  ３ 規定整備 

    美山地区整備計画区域、西寺方地区整備計画区域、大塚日向地区整備計画区域、堀之内・東

中野地区整備計画区域及び鑓水二丁目地区整備計画区域の規定について、各地区計画で定める

内容の一部が条例に反映されていなかったことから、各地区計画の内容に適合するよう、当該

規定を整備する。 

 

 ＜施行日＞ 

  令和５年（２０２３年）７月１日 

 

 ⑵ 保育所 
 ⑶ 共同住宅等 
 ⑷ ホテル又は旅館 
12 １から11までの建築物に附属する
もの 

 
※ 火薬類の貯蔵又は処理に供する建
築物を除く。 

建築物の敷地面
積の最低限度 

５００平方メートル 
５００平方メートル（上記「建築物等の
用途の制限」11⑴から⑷までの用途に
のみ供する建築物の敷地を除く。） 

 変更前 変更後 

地区区分の名称 住宅地区 住宅複合地区 

建築物の高さの
最高限度 

― １２メートル 

【法令等】 

○建築基準法（昭和２５年法律第２０１号） 

第６８条の２ 
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契約 
市道川口３８０号線橋りょう整備工事請負契約の変

更について 

拠点整備部 

都市整備課 

概 

要 

 工事請負契約約款第２５条第６項（インフレスライド条項）を適用し、契約金額を変更する

もの 

【内容】 

 令和４年（２０２２年）６月２２日に請負契約を締結した本工事について、工期内に賃金等の急激

な変動が生じたことにより、工事請負契約約款第２５条第６項の規定（インフレスライド条項）を適

用し、契約金額を増額する。 

 なお、本契約は、これまで契約金額が２億円未満であったため、契約締結及び契約変更にあたり、

議会の議決に付していなかったが、ここで契約金額が２億円以上となることから、議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年八王子市条例第６号）第２条の規定によ

り、議決に付すものである。 

 

 ＜工期＞ 

  令和４年（２０２２年）６月２３日から令和５年（２０２３年）７月３１日まで 

 

 ＜契約先＞ 

  飛島建設株式会社 八王子営業所 所長 小峰 祐介 

 

 ＜契約金額の変更＞ 

  変更前   １９８，６６１，１００円（うち、消費税額１８，０６０，１００円） 

  変更後   ２０３，７２３，８５０円（うち、消費税額１８，５２０，３５０円） 

変更増額    ５，０６２，７５０円（うち、消費税額   ４６０，２５０円） 

 

※ 予算措置                           単位：千円 

年度 
財源 

計 
都支出金 市債 一般財源 

令和 4年度（2022年度） 56,500 91,000 10,384 157,884 

令和 5年度（2023年度） 15,061 27,000 3,779 45,840 

計 71,561 118,000 14,163 203,724 

 

 

【法令等】 

 ○地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

  第９６条  

 ○地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号） 

  第１２１条の２  

 ○議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年八王子市条例第６

号） 

第２条 
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契約 一般廃棄物指定収集袋の取得について 
資源循環部 

ごみ減量対策課 

概 

要 

 一般廃棄物指定収集袋を購入するもの（指名競争入札） 

【内容】 

 一般廃棄物処分用の指定収集袋（合計２９，５８３，６００枚）を購入する。 

 

 ＜種類及び数量＞ 

１ 可燃ごみ専用袋       ２５，７３６，４００枚 

⑴ ミニ袋（５リットル）    ３，４１６，４００枚 

⑵ 小袋（１０リットル）    ７，７３２，８００枚 

⑶ 中袋（２０リットル）    ９，５６１，６００枚 

⑷ 大袋（４０リットル）    ４，６８０，０００枚 

⑸ 大袋ばら（４０リットル）    ３４５，６００枚 

 

２ 不燃ごみ専用袋        １，３７５，２００枚 

⑴ ミニ袋（５リットル）      ２８０，８００枚 

⑵ 小袋（１０リットル）      ３０２，４００枚 

⑶ 中袋（２０リットル）      ３４５，６００枚 

⑷ 大袋（４０リットル）      ３６０，０００枚 

⑸ 大袋ばら（４０リットル）     ８６，４００枚 

 

３ ボランティア袋          ３４８，０００枚 

⑴ 中袋（２０リットル）      １０８，０００枚 

⑵ 大袋（４５リットル）      ２４０，０００枚 

 

４ おむつ専用袋         ２，１２４，０００枚 

⑴ 小袋（１０リットル）      ５４０，０００枚 

⑵ 中袋（２０リットル）    １，５８４，０００枚 

 

 ＜契約先＞ 

  三幸商事株式会社 

 

 ＜契約金額＞ 

１３３，１４６，４８６円（うち、消費税額１２，１０４，２２６円） 

 

  ※ 入札状況 

令和５年（２０２３年）４月１９日入札  指名競争入札による 

入札業者         入札金額（税抜き） 

     １ 三幸商事株式会社     １２１，０４２，２６０円 

     ２ 株式会社 石本      １２１，０４７，２０４円 

     ３ 双葉産業株式会社     １３３，５００，０００円 

     ４ 有限会社 伊登勢屋商店  １３９，６１３，４００円 

     ５ 有限会社 大和田商会   ３４８，０００，０００円 

     ６ スズキ美術印刷株式会社  辞退 

     ７ 株式会社 マルカネ    辞退 
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【法令等】 

○地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

第９６条第１項第８号 

 

○地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号） 

第１２１条の２第２項 

 

○議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年八王子市条例第６

号） 

第３条 
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道路 市道路線の認定について 
道路交通部 

路政課 

概 

要 

 市道路線を認定するもの 

【内容】 

 東京都建設局より旧都道の移管を受け認定するもの 

  1路線認定 

 路 線 名 所 在 地 
幅 員 

（ｍ） 

延 長 

（ｍ） 

 市道由木１１５９号線 堀之内 地内 
４．００～ 

２９．１８ 
１，５５８．４６ 

 

 

【法令等】 

○道路法（昭和２７年法律第１８０号） 

第８条第１項、第２項 
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道路 市道路線の認定及び廃止について 
道路交通部 

路政課 

概 

要 

 市道路線を認定及び廃止するもの 

【内容】 

 八王子駅南口集いの拠点整備事業に伴い廃止し、廃止した路線の一部を認定するもの 

  ３路線認定・２路線廃止 

 区分 路 線 名 所 在 地 
幅 員 

（ｍ） 

延 長 

（ｍ） 

１ 廃止 市道八王子３２号線 
子安町三丁目 

地内 
４．００ ２８０．５９ 

２ 廃止 市道八王子７４号線 

子安町三丁目 

子安町四丁目 

地内 

６．２１～ 

１２．００ 
７６１．０２ 

１ 認定 市道八王子３２号線 
子安町三丁目 

地内 
４．００ ２３６．３２ 

２ 認定 市道八王子７４号線 
子安町四丁目 

地内 

５．９１～ 

１２．００ 
５７７．０５ 

３ 認定 市道八王子１５６９号線 
子安町三丁目 

地内 

５．３１～ 

５．８７ 
７９．９０ 

 

 

【法令等】 

○道路法（昭和２７年法律第１８０号） 

第８条第１項、第２項、第１０条 
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道路 市道路線の廃止について 
道路交通部 

路政課 

概 

要 

 市道路線を廃止するもの 

【内容】 

 八王子駅南口集いの拠点整備事業に伴い廃止するもの 

  １路線廃止 

 路 線 名 所 在 地 
幅 員 

（ｍ） 

延 長 

（ｍ） 

 市道八王子３１号線 
子安町三丁目 

地内 
８．００ ７３．８１ 

 

 

【法令等】 

○道路法（昭和２７年法律第１８０号） 

第８条第１項、第２項、第１０条 

 

 

 

 

 

 


